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実 技 試 験 

 

 
 
 

☆☆☆解答に当たっての注意事項☆☆☆ 

・ 問題数は２０問、解答はすべて記述式です。 

・ 択一問題の場合、選択肢の中から正解と思われるものを１つ選んでください。 

・ 語群選択問題の場合、語群の中からそれぞれの空欄にあてはまると思われる語

句・数値を選び、語群に記されたとおりに解答用紙の所定の欄に記入してくだ

さい。また、語群の語句・数値にそれぞれ番号が付してある場合は、その番号

のみを記入してください。 

・ 語群のない問題の場合、指示に従い解答用紙の所定の欄に直接正解と思われる

語句・数値・記号を記入してください。 

・ 試験問題については、特に指示のない限り、２０２５年４月１日現在施行の法

令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者等に対する各

種特例等については考慮しないものとします。 

・ 解答は楷書、算用数字（１、２、３…）ではっきりと正しく記入してください

（誤字・脱字・略字は不可）。 

・ 計算問題については、計算結果を解答として所定の欄に記入してください。

その際、解答用紙に記載されている単位を使用し、漢字や小数点、上付き数

字を使用しないでください。正しく記入されなかった場合、採点されません

のでご注意ください。なお、カンマのあり・なしについては採点には影響し

ません。 

［例１］解答用紙に記載の単位「万円」の場合 

可の例：105万円／不可の例：1,050,000円 

［例２］解答用紙に記載の単位「円」の場合 

可の例：1,005,000円／不可の例：100万5,000円、100.5万円、100.5万円 

 



 

－2－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

【第１問】下記の設例に基づき、次の各問（問１）～（問１０）について解答しなさい。 

 

＜設例＞ 

志賀大輔さんと妻の明子さんは、ともに民間企業に勤務する共働き夫婦である。志賀さん夫婦には

第２子の希望があり、今後のライフプランなどについて、ＦＰで税理士でもある佐久間さんに相談

をすることにした。なお、下記のデータはいずれも２０２５年９月１日現在のものである。 

 

［家族構成］ 

氏名 続柄 生年月日 年齢 備考 

志賀 大輔 本人 １９９０年４月２１日 ３５歳 会社員 

   明子 妻 １９９１年５月２３日 ３４歳 会社員 

   真紀 長女 ２０２４年７月３１日  １歳 保育園児 

 

［志賀家の状況］ 

・ 大輔さんおよび明子さんは、大学卒業後、会社員となり、その後結婚して今日に至る。明子

さんは、現在は短時間勤務制度を利用している。２人とも現在の会社で定年まで働き続ける

予定である。 

 

［志賀家の年収（２０２４年分）］ 

・ 大輔さん 給与収入７００万円（税込み） 

・ 明子さん 給与収入３００万円（税込み） 

 

［自宅の状況］ 

・ 現在は賃貸マンションに居住しており、マンションの購入を検討している。 

 

［保有金融資産（生命保険等を除く）］ 残高合計８００万円（時価） 

名義 金融商品 残高 

大輔さん 
普通預金 ２００万円 

定期預金 ３００万円 

明子さん 
普通預金 １００万円 

定期預金 ２００万円 

 

［生命保険の加入状況］ 

保険種類 
保険契約者 

（保険料負担者） 
被保険者 死亡保険金受取人 

定期保険 大輔さん 大輔さん 明子さん 

 

  



 

－3－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問１ 

 大輔さんは、将来の資産形成のため、株式投資について勉強することにした。株式の評価尺度に関す

る次の記述の空欄（ア）～（エ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

・ 株式の代表的な評価尺度に、ＰＢＲ（株価純資産倍率）およびＰＥＲ（株価収益率）がある。

このうちＰＢＲ（株価純資産倍率）は、株価を（ ア ）で除することにより求められる。 

・ ( イ ）は、経営の効率性を判断する指標であり、株主資本を含む自己資本に対する収益力を

測ることができる。この値が高いほど経営効率がよいと判断される。純資産を自己資本と同額

とした場合、（ イ ）は、（ ウ ）を（ エ ）で除した値となる。 

 

１．（ア）ＥＰＳ （イ）ＲОＡ （ウ）ＰＢＲ （エ）ＰＥＲ 

２．（ア）ＥＰＳ （イ）ＲОＥ （ウ）ＰＥＲ （エ）ＰＢＲ 

３．（ア）ＢＰＳ （イ）ＲОＥ （ウ）ＰＢＲ （エ）ＰＥＲ 

４．（ア）ＢＰＳ （イ）ＲОＡ （ウ）ＰＥＲ （エ）ＰＢＲ 

 

問２ 

 大輔さんの兄の正幸さんと妻の優子さんは、生命保険に係る税金について詳しく知りたいと思い、Ｆ

Ｐで税理士でもある佐久間さんに相談をした。正幸さんが加入している下記＜資料＞の生命保険の税務

に関する佐久間さんの次の説明のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

＜資料：正幸さんが加入している生命保険＞ 

保険種類 
保険契約者 

（保険料負担者） 
被保険者 死亡保険金受取人 入院給付金受取人 

定期保険 

（医療保障特約付） 

（有配当） 

正幸さん 正幸さん 優子さん 正幸さん 

 

１．「正幸さんが病気により入院し、医療保障特約より入院給付金、通院給付金または手術給付金を受

け取った場合、いずれの給付金も所得税の課税対象とはなりません。」 

２．「正幸さんが死亡し、優子さんが死亡保険金とともに未経過分の前納保険料を受け取った場合、そ

の前納保険料は死亡保険金に含めずに相続税の課税対象額を計算します。」 

３．「正幸さんが死亡し、優子さんが死亡保険金とともに配当金を受け取った場合、その配当金は死亡

保険金に含めて相続税の課税対象額を計算します。」 

４．「正幸さんが入院給付金を請求する前に死亡し、優子さんが死亡保険金とともに入院給付金を受け

取った場合、その入院給付金は、相続税の生命保険金の非課税金額の適用対象になりません。」 

 

  



 

－4－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問３ 

 大輔さんは、損害保険を活用した家庭のリスク管理を考えており、ＦＰの佐久間さんに相談をした。

損害保険を活用した家庭のリスク管理に関する次の（ア）～（エ）の記述のうち、適切なものには○、不

適切なものには×を解答欄に記入しなさい。なお、記載のない事項については一切考慮しないものとする。 

 

（ア）真紀さんがマンションのバルコニーから誤って物を落として通行人にケガをさせ、法律上の損害

賠償責任を負った場合、火災保険加入時に個人賠償責任補償特約を付帯していれば、補償の対象

となる。 

（イ）大輔さんが病気やケガにより長期間休職後、復職したものの休職前の業務のうち一部に従事する

ことができず、収入が減少した場合、所得喪失の割合にかかわらず、勤務先の団体長期障害所得

補償保険（ＧＬＴＤ）に加入していれば、補償の対象となる。 

（ウ）大輔さんが被保険自動車を運転中に誤ってガードレールに衝突する単独事故を起こし、被保険自

動車に損害があった場合、自動車保険のエコノミー車両保険に加入していれば、補償の対象となる。 

（エ）大輔さんが海外旅行中に、パスポートを不注意により紛失した場合、海外旅行傷害保険加入時に

携行品損害補償特約を付帯していれば、補償の対象となる。 

 

問４ 

 全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）の被保険者である大輔さんは、私傷病による療養のた

め労務不能となり、２０２５年６月２日から６月２２日まで連続２１日間休業した。６月２３日より職

場に復帰したが、同一傷病の療養のため再度労務不能となり、２０２５年７月１日から７月１５日まで

連続１５日間休業した。下記＜資料＞に基づき、大輔さんが受け取ることができる傷病手当金の合計額

として、正しいものはどれか。なお、大輔さんは傷病手当金の支給要件はすべて満たしているものとし、

休業期間中の報酬は支払われないものとする。 

 

＜資料＞ 
 
［大輔さんの標準報酬月額等の状況］ 

 

［傷病手当金の１日当たりの額の計算式（円未満四捨五入）］ 

支給開始月以前の直近の継続した１２ヵ月間の各月の標準報酬月額の平均額×
１

 ３０ 
×

２

 ３ 
 

 

 

１． ２４６,６００円 

２． ２４８,７９０円 

３． ２７１,２６０円 

４． ２７３,６６９円  

▲ 
休業開始 

２０２３年 
９月１日 

▼ 

標準報酬月額 ３８万円 標準報酬月額 ３４万円 

２０２４年 
９月１日 

▼ 

２０２５年 
６月２日 

▼ 

２０２５年 
９月１日 
▼ 

１０円未満四捨五入 



 

－5－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問５ 

 明子さんは、現在、真紀さんの養育のため短時間勤務制度を利用しており、出産前と比べると給与が

低くなっている。子を養育する期間についての年金額計算の特例に関する下記＜資料＞の空欄（ア）～

（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

 
 

 

○制度の概要 

 ( ア ）未満の子を養育する方で養育期間中の各月の標準報酬月額が、養育を始めた月の

（ イ ）と比べて低下した期間については、将来受け取ることになる年金額の計算に際して、

子の養育を始めた月の（ イ ）の標準報酬月額（従前標準報酬月額）が当該養育期間（子が

（ ア ）に達するまでの期間。以下同じ）の標準報酬月額とみなされます。 

 

 被保険者の申出があった日よりも前に養育期間がある場合、特例の対象となる期間は、申出日

が含まれる月の前月までの（ ウ ）のうちにある養育期間に限られます。 

 

○手続き 

 被保険者が、事業主を経由して「厚生年金保険養育期間標準報酬月額特例申出書」を年金事務

所に提出します。なお、申出時にすでに退職して被保険者資格を喪失していた場合は、被保険者

であった方本人が直接年金事務所に申出をすることになります。 
 

（出所）厚生労働省ＨＰを基に作成 

 

１．（ア）２歳 （イ）前月以前１年間の平均 （ウ）２年間 

２．（ア）２歳 （イ）前月         （ウ）１年間 

３．（ア）３歳 （イ）前月以前１年間の平均 （ウ）１年間 

４．（ア）３歳 （イ）前月         （ウ）２年間  

養育期間 

子が（ ア ）に達するまで 

標
準
報
酬
月
額 ・・・ 

標準報酬月額が低下 

（ ア ）未満の子を養育する期間についての年金額計算の特例 



 

－6－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問６ 

 志賀さん夫婦は、ＦＰの佐久間さんに住宅取得計画の相談をした。下記＜条件＞に基づく購入可能な

物件価格（消費税込み）の上限を計算しなさい。なお、計算過程において円未満の端数が生じた場合は

円未満を四捨五入し、住宅ローン借入額および物件価格については１０万円未満を切り捨てること。ま

た、贈与税については考慮しないものとし、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位に従う

こと。 

 

＜条件＞ 

・ 自己資金５００万円と大輔さんの父から贈与される３００万円を住宅購入に充てる。これらの

資金で不足する分については、住宅ローンを利用する。 

・ 住宅ローンは大輔さんが単独で借り入れるものとし、借入額については、住宅ローンの年間元

利合計返済額が２０２４年分の大輔さんの年収（税込み）の２０％以内になるようにする。 

・ 住宅ローンの条件は、以下のとおりとし、記載されている数値は正しいものとする。 

金利：年２.０％（全期間固定金利） 

返済期間：３５年（返済回数４２０回） 

返済方法：元利均等返済、毎月返済（ボーナス返済なし） 

返済月額：下表参照 

［借入額１００万円当たりの元利合計返済月額］ 

返済期間 
適用金利 

１.０％ １.５％ ２.０％ 

２５年 ３,７６８円 ３,９９９円 ４,２３８円 

３０年 ３,２１６円 ３,４５１円 ３,６９６円 

３５年 ２,８２２円 ３,０６１円 ３,３１２円 

・ 住宅購入のための諸費用（消費税込み）は物件価格の７％とし、上記で準備した資金の中から

充当する。 

 

  



 

－7－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問７ 

 大輔さんの兄の正幸さんは、宅地建物取引業者で建設業者でもあるＢＸ社から甲土地を購入し、建設

工事請負契約を締結して甲土地上に自宅（以下「ＢＹ建物」という）を新築して、引渡し後、直ちに居

住の用に供した。下記＜資料＞に基づく不動産の取得や保有等に係る税金に関する次の（ア）～（エ）

の記述のうち、適切なものには○、不適切なものには×を解答欄に記入しなさい。なお、甲土地は売買

契約締結日において更地であるものとする。また、記載のない事項については適用要件を満たしている

ものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［甲土地の概要］ 

・ 面積：１８０.００ｍ2（登記記録） 

・ 売主：ＢＸ社（宅地建物取引業者） 

・ 購入代金：２,０００万円 

・ 所有権移転日（正幸さん名義）：２０２５年２月２０日 

 

［ＢＹ建物の概要］ 

・ 構造等：軽量鉄骨造２階建（戸建住宅）。なお、ＢＹ建物は、「長期優良住宅の普及の促進に

関する法律」に規定する認定長期優良住宅に該当する。 

・ 床面積（登記記録）：１階  ５５.００ｍ2 

２階  ４５.００ｍ2 

合計 １００.００ｍ2 

・ 請負業者：ＢＸ社 

・ 建設工事請負契約日：２０２５年３月３日 

・ 竣工日：２０２５年８月２０日 

・ 引渡日：２０２５年８月２７日 

・ 請負代金：２,７５０万円（消費税込み） 

・ その他：正幸さんは２０２５年８月２７日付でＢＹ建物の所有権保存登記を行い、２０２５

年８月２７日からＢＹ建物のすべてを自己の居住の用に供している。 

 

（ア）甲土地についての固定資産税の納税義務者は、２０２６年度から正幸さんとなる。 

（イ）甲土地の固定資産課税台帳登録価格（固定資産税評価額）は、原則として毎年評価替えを行うこ

とになっている。 

（ウ）ＢＹ建物に係る固定資産税は、２０２６年度から５年度にわたり、減額措置の適用を受けること

ができる。 

（エ）甲土地に係る固定資産税の課税標準の算定については、甲土地のすべてについて課税標準となる

べき価格の６分の１となる。 

  



 

－8－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問８ 

 大輔さんは住宅取得を検討するに当たり、相続時精算課税制度（以下「本制度」という）について、

ＦＰで税理士でもある佐久間さんに相談をした。本制度に関する次の記述のうち、最も適切なものはど

れか。 

 

１．本制度の適用を受けることができる受贈者が、相続時精算課税選択届出書（以下「届出書」という）

の提出期限前に届出書を提出しないで死亡した場合、その受贈者の相続人が一定の期間内に届出書

を提出したときは、本制度の適用を受けることができる。 

２．本制度を選択した受贈者が、特定贈与者より先に死亡した場合、特定贈与者からの贈与財産の価額

は、受贈者の相続に係る相続税の課税価格に算入されない。 

３．本制度を選択した受贈者が、特定贈与者からの贈与について贈与税の期限後申告をした場合であっ

ても、本制度の特別控除の適用を受けることができる。 

４．特定贈与者からの贈与により取得した建物が、災害で一定の被害を受けた場合において、本制度を

選択した受贈者が贈与税の納税地の所轄税務署長の承認を受けたときは、その特定贈与者の相続に

係る相続税の課税価格に算入されるその建物の価額を、災害により被害を受けた部分に対応するも

のとして計算した金額（被災価額）とすることができる。 

 

問９ 

 大輔さんの父の哲也さんは、将来の相続に備えて、ＦＰで税理士でもある佐久間さんに相続税の物納

について質問をした。物納に関する下表の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる適切な語句を語群の中から

選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。 

 

順位  物納に充てることができる財産の種類 

第１順位 
① 不動産、船舶、国債証券、（ ア ）、（ イ ）等（注） 

② 不動産および（ イ ）のうち物納劣後財産に該当するもの 

第２順位 
③ （ ウ ）等（注） 

④ （ ウ ）のうち物納劣後財産に該当するもの 

第３順位 ⑤ 動産 

（注）特別の法律により法人の発行する債券および出資証券を含むが、短期社債等は除かれる。 

※後順位の財産は、税務署長が特別の事情があると認める場合および先順位の財産に適当な価額のもの

がない場合に限って物納に充てることができる。 

※特定登録美術品（美術品の美術館における公開の促進に関する法律第２条第３号に規定する登録美術

品で相続開始の時において既に登録を受けているものをいう）については、上記の順序にかかわらず

一定の書類を提出することにより物納に充てることができる。 

 

＜語群＞ 

１．社債証券    ２．地方債証券        ３．金融債証券   ４．上場株式 

５．非上場株式   ６．証券投資信託受益証券   ７．貴金属（金、白金、銀） 
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問１０ 

 顧客の個人情報を扱うＦＰにとって、順守しなければならない法律の一つに「個人情報の保護に関す

る法律（個人情報保護法）」がある。同法において、個人情報取扱事業者は、個人データおよび一定の

個人情報（以下「個人データ等」という）の漏えい等により個人の権利利益が害されるおそれが大きい

場合に個人情報保護委員会への報告および本人への通知が義務化されている。同法における①「個人情

報」の定義およびＦＰが顧客の個人情報を扱うに当たっての「取得・利用」または「第三者への提供」

に係る留意事項について説明したうえで、②個人情報保護委員会への報告義務がある個人データ等の漏

えい等の事案を一つ例示し、①と②を合わせて３００字程度で述べなさい。 
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【第２問】下記の設例に基づき、次の各問（問１１）～（問２０）について解答しなさい。 

 

＜設例＞ 

松尾裕太さんは、夫婦ともに５０代となり、教育費の負担の終了も見えてきたことから、今後の家

族のライフプランなどについて、ＦＰで税理士でもある大地さんに相談をすることにした。なお、

下記のデータはいずれも２０２５年９月１日現在のものである。 

 

［家族構成］ 

氏名 続柄 生年月日 年齢 備考 

松尾 裕太 本人 １９７２年６月１８日 ５３歳 会社員 

   早希 妻 １９７３年７月１０日 ５２歳 パートタイマー 

   淳 長男 ２００１年４月１４日 ２４歳 会社員 

   美佳 長女 ２００３年５月 ２日 ２２歳 大学生 

 

［松尾家の状況］ 

・ 裕太さんは、大学卒業後、会社員となり、今日に至る。 

・ 早希さんは、大学卒業後、会社員となり、その後、裕太さんと結婚して長男の出産を機に退

職した。現在はパートタイマーとして働き、裕太さんと生計を一にしている。 

・ 長男の淳さんは、勤務先の社員寮に住んでいる。 

・ 長女の美佳さんは、両親と同居し、裕太さんと生計を一にしている。 

・ 裕太さんおよび早希さんの両親は、遠方に住んでいるが、現在は健康で問題なく暮らしている。 

 

［松尾家の年収（２０２４年分）］ 

・ 裕太さん 給与収入９５０万円（税込み） 

・ 早希さん 給与収入１００万円（税込み） 

 

［自宅の状況］ 

・ 持ち家（戸建て）、時価４,０００万円（土地・建物） 

・ 住宅ローン（債務者は裕太さん、団体信用生命保険付き）残債あり 

 

［保有金融資産（生命保険等を除く）］ 残高合計１,５００万円（時価） 

名義 金融商品 残高 

裕太さん 

普通預金 ３００万円 

定期預金 ５００万円 

外貨定期預金 ４７０万円 

早希さん 

普通預金 ８０万円 

定期預金 １００万円 

国内公募追加型株式投資信託 ５０万円 
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［生命保険の加入状況］ 

保険種類 
保険契約者 

（保険料負担者） 
被保険者 死亡保険金受取人 

定期保険特約付終身保険 裕太さん 裕太さん 早希さん 

 

 

問１１ 

 裕太さんの叔父の昭夫さんは、上場株式と上場不動産投資信託（Ｊ－ＲＥＩＴ）を保有している。昭

夫さんが２０２５年分の配当所得のすべてについて総合課税による確定申告を選択した場合、下記＜資

料＞に基づき所得税の配当控除の適用を受けることができる金額として、正しいものはどれか。なお、

記載のない事項については一切考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［昭夫さんの課税総所得金額］ 

１,０３２万円 

 

［昭夫さんが２０２５年中に受け取った配当金および分配金等］ 

銘柄 配当金・分配金の金額（税引前） 備考 

ＸＱ社 ２６万円 
内国法人の上場株式 

ＸＲ社 ２３万円 

ＸＳ社 １０万円 外国法人の上場株式 

ＺＯ投資法人  ８万円 
上場不動産投資信託（Ｊ－ＲＥＩＴ） 

ＺＰ投資法人  ９万円 

 

［配当控除の控除率］ 

 課税総所得金額等 控除率 

① 
その年分の課税総所得金額等が１,０００万円

以下である場合 
１０％ 

② 

その年分の課税総所得金額等が１,０００万円

を超え、かつ、課税総所得金額等から配当所得

の金額を差し引いた金額が１,０００万円以下

である場合 

課税総所得金額等１,０００万円以下の部

分の配当所得：１０％ 

課税総所得金額等１,０００万円超の部分

の配当所得：５％ 

③ 

その年分の課税総所得金額等から配当所得の金

額を差し引いた金額が１,０００万円を超える

場合 

５％ 

 

１． ３３,０００円 

２． ４３,０００円 

３． ５０,０００円 

４． ７６,０００円 
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問１２ 

 裕太さんは、現在加入している下記＜資料＞の生命保険の保障内容を確認することにした。次の記述

の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる数値を解答欄に記入しなさい。なお、保険契約は有効に継続してお

り、裕太さんは、これまでに＜資料＞の生命保険から保険金・給付金を一度も受け取っていないものと

し、免責事項に該当する事由はないものとする。また、記載のない事項については一切考慮しないもの

とする。 

 

＜資料＞ 
 

保険種類 定期保険特約付終身保険（無配当） 保険証券記号番号 ○○○－△△△△ 

保険契約者 
マツオ ユウタ 

松尾 裕太 様 
ご印鑑 

◯松尾  

 契約日：１９９６年７月１日 

主契約の保険期間：終身 

主契約の保険料払込期間：６５歳払込満了

保険料払込方法：年１２回 

保険料払込期月：毎月 

保険料払込方式：平準保険料方式 

保険料：××,×××円 

被保険者 

マツオ ユウタ 

松尾 裕太 様 
 

 

契約年齢 ２４歳 男性  

１９７２年６月１８日生  

死亡保険金受取人 
マツオ サキ 

松尾 早希 様（妻） 
受取割合 

１０割 
 

 

■ご契約内容 

主契約の内容 保険期間 保険金額 

終身保険 終身 保険金額       ５００万円 

特約の内容 保険期間 保険金額・給付金額 

定期保険特約 

（本人・妻型） 

６５歳 保険金額     １,５００万円 

＊妻の場合は、本人の６割の金額となります。 

特定疾病保障 

定期保険特約 

６５歳 保険金額       ３００万円 

＊医師によってがん（悪性新生物）と診断確定されたとき、または、急

性心筋梗塞もしくは脳卒中に罹患し、所定の状態が６０日以上継続し

たときに特定疾病保険金を支払います。 

＊死亡・高度障害状態のとき、死亡・高度障害保険金を支払います。 

傷害特約（本人型） ６５歳 保険金額・給付金額  ５００万円 

＊不慮の事故や所定の感染症で死亡したとき、災害死亡保険金を支払い

ます。 

＊不慮の事故で所定の障害状態のとき、障害給付金（保険金額の１００

％～１０％）を支払います。 

医療総合特約 

（本人・妻型） 

６５歳 日額       １０,０００円 

＊病気や不慮の事故で入院したとき、入院開始日から入院給付金を支払

います。 

＊病気や不慮の事故で所定の手術を受けたとき、手術の種類に応じて手

術給付金（入院給付金日額の１０倍・２０倍・４０倍）を支払いま

す。 

＊妻の場合は、本人の６割の日額となります。 

リビング・ニーズ 

特約 

－ ＊余命６ヵ月以内と判断されたとき、死亡保険金額の範囲内で、かつ同

一被保険者を通算して３,０００万円を限度に保険金を請求できます。

なお、傷害特約はこの特約による保険金の支払い対象となりません。 
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・ 裕太さんが、２０２５年１０月に膵臓がんと診断確定され、２０日間入院し、その間に約款に

定められた所定の手術（給付倍率４０倍）を受けた場合、支払われる保険金・給付金の合計は

（ ア ）万円である。また、この保険金・給付金の支払いを受けた後の２０２５年１１月に余

命６ヵ月以内と判断された場合、リビング・ニーズ特約を利用して請求できる最大金額は

（ イ ）万円である。 

・ 早希さんが、２０２５年１０月に交通事故に遭い１０日間入院し、その間に約款に定められた所

定の手術（給付倍率１０倍）を受けた場合、支払われる保険金・給付金の合計額は（ ウ ）万

円である。 

 

問１３ 

 裕太さんは少なくとも６５歳前後までは働きたいと考えているが、両親に介護が必要となった場合、

働き続けることは難しいのではないかと危惧している。家族の介護を行う労働者が利用できる制度と公

的給付に関する下表の空欄（ア）～（エ）にあてはまる適切な語句を語群の中から選び、その番号のみ

を解答欄に記入しなさい。なお、同じ番号を何度選んでもよいものとし、これらの制度の対象外とされ

る者など、記載のない事項については一切考慮しないものとする。また、問題作成の都合上、一部を

「＊＊＊」にしてある。 

 

制度 概要 

介護休業 
労働者は、事業主に申し出ることにより、要介護状態にある対象家族１人
につき通算＊＊＊日まで、（ ア ）を上限として、分割して介護休業を取
得することができます。 

介護休暇 
労働者は、要介護状態にある対象家族が１人の場合、１年度に（ イ ）
まで、対象家族が２人以上の場合、１年度に＊＊＊まで、１日単位または
時間単位で介護休暇を取得することができます。 

所定労働時間の 
短縮等の措置 

事業主は、①短時間勤務制度、②フレックスタイム制度、③時差出勤制
度、④介護サービスの費用助成その他これに準ずる制度のいずれかの措置
について、介護休業とは別に、利用開始日から連続する３年以上の期間
で、原則として２回以上の利用が可能な措置を講じなければなりません。 

時間外労働の制限 

労働者は、１回の請求につき１ヵ月以上１年以内の期間で、１ヵ月につき
（ ウ ）、１年につき１５０時間を超える時間外労働の制限を請求するこ
とができます。請求できる回数に制限はなく、介護終了までの必要なとき
に利用することができます。 

介護休業給付金 

雇用保険の被保険者は、要介護状態にある対象家族を介護するために介護
休業を取得した場合、一定の要件を満たしたときは、１支給単位期間ごと
に、原則として「休業開始時賃金日額×支給日数×（ エ ）」の額が支給
されます。 

（出所）厚生労働省パンフレットを基に作成 

 

＜語群＞ 

１． ２回     ２．  ３回    ３．  ４回    ４．  ５日 

５． １０日    ６．  １５日   ７．  ６時間   ８．  ２４時間 

９． ４８時間   １０． ５０％   １１． ６７％   １２． ７５％  
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問１４ 

 裕太さんが今後も現在の会社に勤め続け、６５歳に達した日に退職した場合の公的年金加入歴が下記

＜資料＞のとおりである場合、６５歳時点において受け取ることができる公的年金の老齢給付の額とし

て、正しいものはどれか。なお、受給額の計算に当たっては＜資料＞に基づくものとし、計算過程、解

答ともに円未満を四捨五入すること。また、老齢厚生年金については配偶者加給年金額の加算要件に該

当するものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［裕太さんの公的年金加入歴］ 

 
 

［老齢厚生年金額の計算式］ 

（１）報酬比例部分：（ア）＋（イ） 

（ア）２００３年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額×
 ７.１２５ 

１０００
×２００３年３月以前の被保険者期間の月数 

（イ）２００３年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額×
 ５.４８１ 

１０００
×２００３年４月以後の被保険者期間の月数 

（２）経過的加算額：（ウ）－（エ） 

（ウ）定額部分相当額 

１,７３４円×厚生年金被保険者期間の月数（上限４８０月） 

（エ）老齢基礎年金相当額 

８３１,７００円×
 ２０歳以上６０歳未満の間の厚生年金被保険者期間の月数 

４８０月
 

（３）配偶者加給年金額：４１５,９００円 

 

［老齢基礎年金の満額］ 

８３１,７００円 

 

  

国民年金 
第１号被保険者 
保険料未納期間 

３４月 

１９９２年 
６月 
▼ 

▲ 
６５歳 

厚生年金被保険者期間 
９６月 

平均標準報酬月額 
３２万円 

３５０月 ６０月 
平均標準報酬額 

５４万円 

厚生年金被保険者期間 

１９９５年 
４月 
▼ 

２００３年 
４月 
▼ 

▲ 
６０歳 

▲ 
２０歳 
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１． ２,２６４,６９３円 

２． ２,６２１,０６１円 

３． ２,６８０,５９３円 

４． ２,７３９,５０５円 

 

問１５ 

 裕太さんの友人の岡村さんは、店舗兼住宅（耐火建築物）を建築することを検討している。建築基準

法に従い、下記＜資料＞の土地に建物を建築する場合の建築面積の最高限度を計算しなさい。なお、記

載のない事項については一切考慮しないものとする。また、解答に当たっては、解答用紙に記載されて

いる単位に従うこと。 

 

＜資料＞ 
 

 

 

［第二種中高層住居専用地域］ ［商業地域］ 

指定容積率 ２００％ 指定容積率 ３００％ 

指定建蔽率  ５０％ 指定建蔽率  ８０％ 

準防火地域 防火地域 

 

※指定容積率および指定建蔽率とは、それぞれ都市計画で定められたものをいう。 

※この土地は、特定行政庁の指定する角地に該当する。 

 

  

１０ｍ 

９ｍ 

１５ｍ 

幅員６ｍ市道 

幅員 
６ｍ 
市道 

第二種中高層 

住居専用地域 
商業地域 
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問１６ 

 裕太さんは、２０２５年分の所得税の計算上、確定申告により控除できる医療費控除についてＦＰで

税理士でもある大地さんに相談をした。医療費控除に関する大地さんが行った次の（ア）～（エ）の説

明のうち、適切なものには○、不適切なものには×を解答欄に記入しなさい。 

 

（ア）「裕太さんが、２０２５年５月に人間ドックを受診し、支払った検査料は、異常が見つからなか

った場合でも、裕太さんの２０２５年分の医療費控除の対象になります。」 

（イ）「美佳さんが２０２４年１２月にスノーボード中に骨折して入院し、裕太さんが２０２５年１月

に支払った入院費は、裕太さんの２０２５年分の医療費控除の対象になります。」 

（ウ）「裕太さんが、２０２５年７月に失った歯の機能回復を目的に行ったインプラント治療を受け、

支払った費用は、保険外診療（自費診療）であった場合でも、一般的に支出される水準であれ

ば裕太さんの２０２５年分の医療費控除の対象になります。」 

（エ）「早希さんが２０２５年８月に膝の治療を受け、通院のために裕太さんが支払った交通費が、電

車代が２,０００円、自家用車のガソリン代と駐車場代が３,０００円の場合、電車代の２,０００

円のみが裕太さんの２０２５年分の医療費控除の対象になります。」 

 

問１７ 

 裕太さんの友人の天野さんは父から相続した土地に賃貸アパートを建設して２０２５年７月１日より

事業の用に供している。この賃貸アパートの状況等が下記＜資料＞のとおりである場合、天野さんの

２０２５年分の所得税における不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入すべき減価償却費の金額と

して、正しいものはどれか。なお、必要経費が最大になる方法を選択するものとし、減価償却の方法に

ついて、定率法が選択できる減価償却資産は定率法を選択し、届け出ているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［賃貸アパートの状況等］ 

種類 取得・賃貸を開始した年月 取得価額 耐用年数 

建物（アパート） ２０２５年７月 ４８,０００,０００円 ２２年 

建物附属設備 ２０２５年７月 ５,０００,０００円 １５年 

構築物（駐車場のアスファルト敷） ２０２５年７月 １,８００,０００円 １０年 

 

［償却率］ 

耐用年数 定額法 定率法 

２２年 ０.０４６ ０.０９１ 

１５年 ０.０６７ ０.１３３ 

１０年 ０.１００ ０.２００ 

 

１． １,３６１,５００円 

２． １,４５１,５００円 

３． １,６１６,５００円 

４． ２,６９６,５００円  



 

－17－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問１８ 

 ２０２５年８月に早希さんの伯父の安田和彦さんが死亡し、相続が開始した。和彦さんの相続人等関

係図は下記のとおりである。和彦さんの相続に係る洋平さんの民法上の法定相続分として、正しいもの

はどれか。 

 

＜相続人等関係図＞ 

 

※照美さんは、１９９５年７月に和彦さん夫婦の普通養子となり、２０２３年の３月に死亡した。 

※洋平さんは１９９７年６月生まれ、理沙さんは２０００年５月生まれであり、洋平さんと理沙さ

んは、２０２３年３月に死亡した照美さんの相続に関して、相続放棄をしている。 

※理沙さんは、２０２２年９月に清江さんの普通養子となった。 

※義文さんは、家庭裁判所に申述して、和彦さんの相続に関して相続放棄をしている。 
 

 

１． ゼロ 

２． １／６ 

３． １／１２ 

４． １／１６ 

 

  

 正隆

 照美（すでに死亡）

 清江

 和代

 洋平

 理沙

 義文（相続放棄）

 玲子

和彦（被相続人）

 徹



 

－18－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問１９ 

 早希さんの父の泰三さんは、遺言作成を検討しており、遺留分についてＦＰで税理士でもある大地さ

んに質問をした。下記＜資料＞の仮定の事例等に基づく遺留分に関する大地さんの次の説明の空欄（ア）

～（エ）にあてはまる適切な語句を語群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。なお、

記載のない事項については一切考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［相続人等関係図］ 

 
 

［相続開始時の財産の価額等］ 

相続開始時の財産の価額 ３,０００万円 

債務   ２００万円 

遺留分を算定するための財産の価額 ２,８００万円 

公正証書遺言による指定相続分に 

基づく財産の価額 

配偶者：２,１００万円 

長男 ：  ４００万円 

二男 ：  ３００万円 

※生前贈与はないものとする。 

 

＜大地さんの説明＞ 
 

・ ｢兄弟姉妹以外の相続人には遺留分が認められており、直系尊属のみが相続人である場合は遺留

分を算定するための財産の価額に（ ア ）を乗じた価額が、それ以外の場合は（ イ ）を

乗じた価額が総体的遺留分となります。」 

・ ｢各人の個別の遺留分は、遺留分権利者が複数いる場合、総体的遺留分に法定相続分を乗じた価

額となり、遺留分権利者およびその承継人は、受遺者（特定財産承継遺言により財産を承継ま

たは相続分の指定を受けた相続人を含む）または受贈者に対し、遺留分侵害額に相当する

（ ウ ）を請求することができ、これを遺留分侵害額請求権といいます。遺留分侵害額の負

担の順序は定められており、受遺者と受贈者があるときは、受遺者が先に負担するとされてい

ます。」 

・ ｢＜資料＞のケースでは、二男が他の相続人等に対して請求することができる遺留分侵害額に相

当する額は（ エ ）です。」 

 

 

＜語群＞ 

１． ２分の１    ２． ３分の１   ３． ４分の１   ４． 金銭の支払い 

５． 遺産の分割   ６． ５０万円   ７． ７５万円 

 

 被相続人  長男 

 二男  配偶者 



 

－19終－ １級 実技試験(資産設計提案業務・2025.9.14) 

問２０ 

 早希さんの叔父（以下「被相続人」という）は、２０２５年４月１６日に死亡した。被相続人の相続

人等関係図等は下記＜資料＞のとおりである。被相続人の死亡により、生命保険契約に基づき、相続人

等は＜資料＞の死亡保険金を一時金で受け取った。被相続人の配偶者が受け取った死亡保険金のうち、

被相続人の配偶者の相続税の課税価格に算入される金額（生命保険金の非課税金額控除後の金額）とし

て、正しいものはどれか。なお、計算過程で端数が生じた場合、千円未満を切り捨てるものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［相続人等関係図］ 

 

※長女は、家庭裁判所に申述して、被相続人の相続に関して、相続放棄をしている。 

 

［生命保険契約等］ 

区分 
保険契約者 

（保険料負担者） 
被保険者 

死亡保険金 

受取人 
金額 

ＬＡ保険 

死亡保険金 被相続人 被相続人 

配偶者 ２,０００万円 

ＬＢ保険 長男 １,５００万円 

ＬＣ保険 二男 １,５００万円 

ＬＤ保険 長女 ３,０００万円 

 

１． １,２００万円 

２． １,４００万円 

３． １,５００万円 

４． １,６２５万円 

 

 

 長男

 二男

 長女の夫

 長女（相続放棄）

 配偶者

 被相続人

 孫Ａ

 孫Ｂ


